
高速道路IC利 用の県外観 光旅行 者 に

関す る産業連 関分析(')

長野県冬季オリンピック前後の経済誘発効果

神 頭 広 好

1は じめに

最近では,ま ちづ くりや地域づ くりが盛んであり,比 較的多くの地域で

は観光を目玉として旅行者を誘うことによって地域振興を計ろうとしてい

る。そのためには,公 共サービスとしての道路整備が重要な要素であり,

それによりどれだけの経済効果が生まれるかを計測することが自治体によ

る合理的な地域経済政策をすすめるにあたり必要である。そこで,山 岳型

で,か っ保養地的特性を有する観光地が比較的多 く,冬 季オリンピックが

開催された長野県(付 図参照)に 照準をあて,産 業連関(1-0)分 析手法

を用いて高速道路IC(イ ンターチェンジ)を 利用する県外観光旅行者が

県内における観光産業の地域経済にもたらす誘発効果について1995年 お

よび1998年(冬 季オリンピック開催年)を 対象に分析を試みる。

(D本 研究 は,石 川修 ・氏(神 戸学 院大学),小 沢健市氏(V.教 大学)な らび に

長橋透氏(浜 松人学)と の共同研 究に もとついてお り,愛 知大学経営総合科 学

研究所 な らびに神戸学院 大学 の各助成金 によ って作成 された。
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皿 高速道路ICが もた らす経済誘発効果(2)

長野 県 に お け る観 光 ブ ロ ッ クは,大 き く8つ に 分 け られ て お り,そ れ ぞ

れ 共通 して 山岳 型 で は あ るが そ こに は比 較 的 多 種 多 様 な保 養 及 び レ ジ ャー

施 設 が 立地 して い る観 光 地 を形 成 して い る。 従 って,ど の ブ ロ ッ クに お い

て も1人 当 りの観 光 消 費 額 は行 動 パ ター ンを 同 じと考 え,そ れ ほ ど変 わ ら

な い と見 て よ いで あ ろ う。 また,1997年 に は計 画 され た県 内 のICが ほ ぼ

建 設 され,1998年2月 に は冬 季 オ リ ン ピ ッ クが 開 催 さ れ た 。 こ こで は,

まず デ ー タの 収 集 可能 性 に照 ら して(3),冬 季 オ リン ピ ッ クを1つ の 観 光 イ

ベ ン トと して マ ク ロ的 視点 か ら2時 点(1995,1998)に っ いて 産 業 連 関 分

析 を試 み る。 っ いで そ の 分 析結 果 に も とつ い て 考察 を行 う。 な お,以 下 の

分 析 手 順 は神 頭,石 川 お よ び小 沢(1998)に した が って い る。

1分 析の手順

ステップ1:長 野県の高速道路における各ICの1年 通 じて,各 月の うち

最 も少ない月の利用台数を経済基盤による利用台数(4)として,そ の利

用台数と他の月の利用台数との差を県外観光利用自動車台数 とする(5)。

(2)こ こで は,「高速道路」ではな く,「高速道路IC」 と して あ るの は,県 内 を

素通 りす る観光旅行者の経 済誘発効果(例 えば,サ ー ビスエ リア,ガ ソ リンス

タン ドでの売 り上 げなど)に ついては無視 され ているか らで ある。

(3)実 際,ICを 利用 した冬季オ リンピック観光旅行 者数 と彼 らの費 用項 目別消

費額 に関す るデー タが得 られない。

(4)こ こには,県 内の観 光旅行 利用車台数 も含 まれている。

(5)こ の手法 にっ いて は,規 則的な運輸および企業活動 およ び通 勤以 外 のIC利

用台数 を県外観光利用 自動車台数 と してお り,季 節や季節 変動 な どの 自然的 条

件 による運送需要 は空間的 に一一・律であ ることが インプ リシッ トに仮 定 され てい

る。 これ はIC別,月 別,目 的別 データが ない ことや,た とえ時 系列 でIC別
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高速道路IC利 用の県外観光旅行者に関する産業連関分析

それについて各々ICに ついて求あられた値を合計 した ものを総県外

観光利用 自動車台数 とする。 また,県 外観光利用自動車台数には乗用

車 と貸切バスが含 まれているため,県 外貸切バスの運行回数 と輸送人

員の各々は,県 内と県外の観光地利用者数が ほぼ3.2:6.8で あるこ

とから⑥,こ の比率にもとづ き県内貸切バスの運行回数及び輸送人員

数データを用いて推計される。 ただ し,県 内貸切バスのうち県内観光

地への運行回数が入手不可能なため,以 下の2項 ロジットモデル(a)を

用いて,運 行回数を推計する。

eu^1P
neum+eu^eum-"^+1

及 び

eumlP
meum+e"^1+eu^-um

た だ し,Pn+Pm=1で あ る。 ま た,unは 県 内 観 光 に 対 す る効 用

(厳 密 に は確 定 項,以 下 同様),umは 県 外 観 光 に対 す る効 用,Pnは 県

内観 光 地 へ行 く確 率,Pmは 県 外 観 光 地 へ 行 く確 率 を そ れ ぞ れ 示 して

い る。 ま た,こ こで 貸 切 バ ス を利 用 す る観 光 旅 行 者 は観 光 施 設 が 比 較

的 集 積 した(ま た は比 較 的 近 接 した)観 光 地 を 選 択 す る傾 向 が あ る こ

とか ら,「 面 積 当 り観 光 施 設 数 」 が集 積(ま た は ア ク セ ス)水 準 を 表

象 して い る とみ な し,観 光 の 効 用 に関 わ る変 数 を 「面 積 当 り観 光 施 設

の利用台数デ ータが推計 された として も,こ の推計値 を用 い た場合,あ るIC

で は経済基盤台数の差か らマ イナ スの値 もとりうる可能 性があ るためであ る。

(6)こ の比率 は 『平成11年 版ながの県勢要 覧』 長野 県総務 部情 報統 計課,2000

(『平成11年 観光地利用者統計 調査結 果』)に もとついてい る。

(7)こ こでのモデルは,ラ ンダム効 用モデル とそのモデルにおける確率項 が独 立

かっ同一のパ ラメー タを有 するガ ンベル分布 を もっ と きに導 かれ る。 なお,こ

の詳細 については土木学会(1995)を 参照 せよ。

3 一33一



数」として,nを 長野県の面積当 り観光施設数,mを 長野県を除 く全

国面積当り観光施設数として,県 内観光に対す る効用関数(un)を

un=logn,県 外観光に対する効用関数(um)をum=logmと それぞ

れ限界効用逓減の形で,か っ同一の関数で表 されると仮定すると(8),

すなわちどの観光地においても(質 は異にしても)同 等の効用が得 ら

れるならば,上 記モデルは

eu^nP
neum+8u"m+n

及び

euAmP
m=eum+eun=m+n

とそれぞれ書き表わ され る。 ただ し,理 論上0〈un及 び0<um

になるように,す なわち1<n及 び1<mの 条件を満たすように単位

を調整する必要があるが,そ の条件が満たされなくとも,上 式の各々

第3項 の単位が消えるため,確 率の導出に際 しては問題が生 じない。

以後このモデルを用いて導かれた確率を県内貸切バスのデータに乗

じることによって,県 内貸切バスのうち県内観光地への運行回数 と県

外観光地へのそれが求め られる(輸 送人員数にっいても同様)。

ステップ2:県 外自動車による県内観光地利用回数(TATC)は,観 光利

用の県外自動車台数を2で 割 ったものであり(9),それか ら県外貸切バ

スの運行回数を差 し引 くことによって,ICを 利用 した県外乗用車に

よる年間県内観光地利用回数が求あ られる。 したがって,県 外自動車

(8)こ れ らの関数 において,デ ー タの都合上選択確率を導 くために係数 は省 かれ

てい る。 また,長 野 県の広域性,バ ス旅行 の地理的範囲な どを考慮す ると,距

離デ ータを計測す ることが困難 なため,抵 抗 となる距離が変数 と して組み 込 ま

れて いな い。

(9)こ こでは,県 内観光地への行 きも帰 りもICを 利用 していることが仮定 され る。
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高速道路IC利 用の県外観光旅行者に関する産業連関分析

による観光地利用回数(TATC)は,県 外乗用車による年間県内観光

地利用回数 と県内への県外貸切バス運行回数を合計 したものとなる。

さらに,県 外乗用車による県内観光地利用者数(CART)に っいては,

(TATC一 県外貸切バスの運行回数)*2.5人(1°)

を計算することによって求め られる。 したが って,県 外の乗用車及び

貸切バスによる県内観光地利用者総数(TT)は,

(TATC一 県外貸切バスの運行回数)*2.5+県 外貸切バスの総輸送

人員数

である。

ステップ3:ス テップ2で 導かれたTTに 観光地利用者当りの観光消費額

を乗 じることによって,県 内におけるICを 利用 した県外観光地利用

者の年間総観光旅行消費額(TTC)が 求め られる。

ステップ4:こ のTTCを 長野県の産業連関分析に応用することによって,

高速自動車道(IC)を 利用 した県外観光旅行者による経済誘発効果が

推計 される。

2上 記 ス テ ップ に も とつ く数 値 計 算(1998年 の ケ ー ス)

(i)中 央 自動 車 道 に お け る8つ のIC,長 野 自動 車 道 に お け る7っ のIC及

び上 信 越 自動 車 道 に お け る10のICを 対 象 に ステ ップ1に もとつ い て 推

計 さ れ た観 光 利 用 の県 外 自動 車 総 台 数 は10571877(台)で あ る。 こ れ

よ りTATCを 計 算 す る と,TATC=5285939(回)で あ る。 ま た,こ こ

で県 内 全ICを 利 用 す る 自動 車 台 数 は70999749台(mで あ る こ とか ら,IC

を利 用 す る県 外 自動 車 の県 内 観 光 地 利 用 回 数 比(CARTR)は,

㈹ この数値 は,乗 用車1台 当 り乗車人員を示 してお り,「 観 光関 連産 業 の市場

規模II[推 計編]」(社)日 本観光協会,1996年,p.15に もとつ いて いる。

(11)こ こでのデー タは,「61高 速道路の利用状況」 『なが の県勢 要 覧』 平 成10

年版に掲 げ られてい る。
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5285939/35499875=0.149(14.9%)

で あ る。

㈹ 県 内 の貸 切 バ ス につ い て は輸 送 人 員 が5203000人,運 行 回数 が246156

回 で あ り(!2),長 野 県 の 面 積 当 た り観 光 レク リエ ー シ ョ ン施 設 数 は,1278

/13585km2=0.094,長 野 県 を 除 く全 国面 積 当 た り観 光 レ ク リエ ー シ ョ ン

施 設 数 は,24374/364244km2=0.067で あ る。

各 々 の数 値 を ス テ ップ1の2項 ロ ジ ッ トモ デ ル に 応 用 す る と,

2賀胃0.094
"‐e"m+e"^0

.094+0.067=0.584

及 び

eumx.067P
ri`eum+eu^0

.094+0.067‐0.416

した が って,県 内 バ ス に よ る県 外 観 光 地 利 用 輸 送 人 員 は,

0.416*5203000=2164448(人),

運 行 回 数 は,

0.416*246156=102401(回)

で あ る。 一 方,県 内 バ スに よ る 県 内観 光 地 利 用 輸 送 人 員 は,

0.584*5203000=3038552(人),

運 行 回 数 は,

0.584*246156=143755([司),

で あ る。

ス テ ップ1か ら県 内 と県 外 と の 県 内 観 光 地 利 用 者 比3.2:6.8を 川 い

て 県 外 バ スの 輸 送 人 員 と運 行 回 数 を 計 算 す る と,輸 送 人員 は6456923人,

運 行 回 数 は305479(回)と な る。

(ia)こ れ らの デ ー タは,「63バ ス の利 用 状 況 」 『なが の 県 勢 要 覧 』 ・F成10年 版

に 掲 げ られ て い る。
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高速道路IC利 用の県外観光旅行者に関する産業連関分析

したが って,IC利 用 の 県外 自動 車 に よ る観 光 地 利 用 回数 は

10571877/2=5285939(回)

で あ る こ と か ら,IC利 用 の 県 外 乗 用 車 に よ る 観 光 地 利 用 者 総 数

(TCART)及 び 県外ri動 車 に よ る観 光 地 利 用 者 総 数(TAT)は,

TCART;(5285939-305479)*2.5=4980460*2.5=12451150(人)

及 び

TAT=12451150+6456923=18908073(人)

で あ る。 さ らに,総 観 光 旅 行 消 費 額(TTC)はIC利 用 の 県 外 自 動 車 に

よ る観 光 地 利 用 者 総 数(TAT)に1人 当 た り観 光 消 費 額(4552円)を

乗 じる こ と に よ って,

TTC=18908073*4552=86069548296(円)

で あ る。 因 に,県 内 総 観 光 消 費額 に対 す るICを 利 用 し た県 外 観 光 地 利

用 者 の年 間 総 観 光 旅 行 消 費額 の割 合 は,

86069548296/456500000000=0.189(18.9%)(1995年 で は17.1%)

で あ る。 この 比 率 か ら見 る と,高 速 道 路ICを 利 用 す る 県 外 観 光 旅 行 者

に よ る経 済 効 果 は,ほ ぼ2割 弱 程 度 と 予想 さ れ る。 ま た,県 外 観 光 地 利

用 者 総 数 に対 す るIC利 用 の 県 外 観 光 地 利 用 者総 数(TAT)の 割 合 は,

18908073/67100000=0.282(28.2%)(1995年 で は24.5%)

で あ る。

次 にTTCが 長 野 県 の 産 業 に どれ くら いの 地域 経 済 効 果 を も た ら して

い るか を 分 析 す る ため に,産 業連 関 表 との 整 合性 を 計 る こ とか ら,国 内

旅 行 消 費 構 成 に も とつ く消 費額 を 産 業 関連 項 目 に振 り分 ける必要 が あ る。

㈹ こ こで は,平 成2年 長 野 県 産 業 連 関 表39部 門 を用 い る。 『観 光 関 連 産

業 の 市 場 規 模II』p.24か ら,交 通 関 係 費:宿 泊 費:そ の 他 飲 食 等=

28.44:28.56:43で あ る。 また,同 資 料p.15か ら,交 通 関 係 費 の 中 で

ガ ソ リ ン代:駐 車場 料 金:他 の 交通(有 料 道 路 等)=63:25:12で あ

る。 さ ら に,『 観 光 関 連 産 業 の 市場 規 模1』p.55に もとつ いて 国 内 宿 泊
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表1観 光消費額構成比

観光消費項目 産業連関項目 費用構成比(%)

ガ ソ リン 商業 17.92

駐車場 運輸 7.11

他の交通費 運輸 3.41

宿泊 対個人 サー ビス 28.56

産業 商業 20.21

対個別 サー ビス 対個人 サー ビス 21.07

郵便関係 通信 0.34

宅配便 運輸 1.08

計 100

表2産 業連関項目別観光消費額

産業連関項目 費用構成比(%) 費用(1995年) 費 用(1998年)

商業

運輸

通信

対個人サー ビス

38.13

11.6

0.34

49.63

27,185,017,605

8,270,291,220

242,405,08?

35,384,013,211

32,818,318,765

9,984,067,602

292,636,464

42,716,316,819

計 100 71,081,727,123 86,069,548,296

注)計 の費用(円)の 数値が推計 されたTTCと 若干異 な ってい るのは,構

成比の比率計算の際,誤 差が累計 されたために生 じた結 果であ る。以 下

の分析で はこの数値が使われてい ることに注意を要 する。

旅 行 関連 費 の費 用 構 成 か ら計 算 す る と,商 業:宿 泊 費 を除 く対 個 人 サ ー

ビ ス(飲 食,入 場 料 等):電 話 ・郵便 ・郵パ ック:宅 配便=47:49:0.8:

2.5で あ る。 したが って,上 記 の項 目に よ る構 成 比 は,表1に,ま た 産 業

連 関項 目 に もとつ く費 用 構 成 比 につ い て は表2に そ れ ぞ れ掲 げ られ て い

る。

3産 業連関分析結果

表2に もとついて,各 項 目別費用を平成2年 および平成7年 における39

部門の長野県産業連関分析に応用 した結果が,表3お よび表4に 掲げ られ

一38一 8



高速道路IC利 用の県外観光旅行者に関する産業連関分析

表3競 争輸入型産業連関表による生産誘発額(1995年)

業種 1次生産誘発額 2次生産誘発額 生産誘発額 構成比

農林水産業 3.91 5.26 9.17 0.63

鉱業 0.35 1.・ 1.03 0.07

食料品 8.55 10.19 18.74 1.28

繊維製品 0.07 0.09 0.16 0.01

パ ル プ ・紙 ・木 製 品 1.78 2.64 4.43 0.30

化学製品 0.17 0.24 0.41 0.03

石油 ・石炭製品 0.49 0.67 1.16 11:

窯業 ・土石製品 0.64 0.96 1.60 0.11

鉄鋼 o.00 0.01 0.01 o.00

非鉄金属 0.03 0.05 1!: 0.01

金属製品 0.26 0.39 0.65 0.04

一般 機械 0.07 0.14 0.22 0.01

電気機械 0.14 0.23 0.38 0.03

輸送機械 0.11 0.17 0.29 0.02

精密機械 0.13 0.17 0.30 0.02

その他の製造工業製品 1.82 2.61 4.43 0.30

建設 6.63 9.39 16.03 1.09

電力 ・ガス ・熱供給 4.08 5.30 9.38 0.64

水道 ・廃棄物処理 8.43 10.81 19.24 1.31

商業 262.84 159.91 422.75 28.85

金融 ・保険 35.41
..

84.24 5.75

不動産 17.74 22.86 40.60 2.77

運輸 99.20 73.22 172.42 11.77

通信 ・放送 12.87 16.25 29.12 1.99

公務 0.30 0.60 1・1 0.06

教育 ・研究 1.28 2.00 3.28 0.22

医療 ・保健 ・社会保障 111 111 0.00 o.00

その他 の公共 サー ビス 1.52 2.04 3.55 0.24

対事業所 サー ビス 24.27 33.26 57.53 3.93

対個人 サー ビス 342.29 206.26 548.56 37.43

事務用品 2.81 3.73 6.53 0.45

分類不明 3.51 4.87 8.39 0.57

計 841.70 623.84 1465.54 100

注)生 産額の単位 は,億 円であ る。(表4同 様)
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表4競 争輸入型産業連 関表による生産誘発額(1998年)

業種 1次生産誘発額 2次生産誘発額 生産誘発額 構成比

農林水産業 4.72 6.35 11.07 0.63

鉱業 0.42 0.83 1.25 0.07

食料品 10.32 12.30 22.62 1.28

繊維製品 11: 0.11 0.19 0.01

パルプ ・紙 ・木製品 2.15 3.19 5.34 0.30

化学製品 0.20 0.29 0.49 0.03

石油 ・石炭製品 0.59 1:1 1.40 11:

窯業 ・土石製品 0.77 1.16 1.93 0.11

鉄鋼 0.00 o.ol o.oi 111

非鉄金属 0.04 0.06 0.10 0.01

金属製品 0.31 0.47 o.7a 0.04

一般機械 0.09 o.i7 0.26 0.01

電気機械 0.17 0.28 0.45 0.03

輸送機械 0.14 0.21 0.35 0.02

精密機械 0.16 0.20 0.36 0.02

その他の製造工業製品 2.20 3.15 5.35 0.30

建設 8.01 11.34 19.35 1.09

電力 ・ガス ・熱供給 4.92 6.40 11.33 0.64

水道 ・廃棄物処理 10.18 13.05 23.22 1.31

商業 317.31 193.05 510.36 28.85

金融 ・保険 42.74 58.96 101.70 5.75

不動産 21.42 27.60 49.01 2.77

運輸 119.75 88.40 208.15 11.77

通信 ・放送 15.54 19.61 35.15 1.99

公務 0.36 0.72 1.08 o.os

教育 ・研究 1.54 2.41 3.96 0.22

医療 ・保健 ・社会保 障 o.00 o.00 o.00 111

その他の公共サー ビス 1.83 2.46 4.29 0.24

対事業所サー ビス 29.30 40.15 69.45 3.93

対個人サ ービス 413.22 249.00 662.23 37.43

事務用品 3.39 4.50 :・ 0.45

分類不明 4.24
..

10.12 0.57

計 1016.12 753.11 1769.23 100
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高速道路IC利 用の県外観光旅行者に関する産業連関分析

て い る。

こ こで は競 争 移 輸 入 型 産 業 連 関 表(付 録 を参 照 せ よ)に した が って行 な

わ れ,表3お よ び表4か ら県 内 総 生 産 額 に対 す るICを 利 用 す る 県 外 観 光

旅 行 者 が もた らす 生 産 額(誘 発 生 産 額)の 割 合 は,

1995年:1465.54/73909ニ0.0198(1.98%)

1998年:1769.23/82473=0.0215(2.15%)

で あ る。

さ ら に,県 内 観 光 総 消 費 額 に対 す るICを 利 用 す る県 外 観 光 旅 行 者 が も

た らす生 産 額(誘 発 生 産額)の 割 合 は,

1995年:1465.54/4181=0.351(35.1%)

1998年:1769.23/4565ニ0.388(38.8%)

で あ る。

ま た,県 内小 売 り業 生 産 額(販 売 額)に 対 す るICを 利 用 す る県 外 観 光

旅 行 者 が もた らす 商 業 の生 産 は,

1995年:422.75/26204.7ニ0.0161(1.61%)

1998年:510.36/27325=0.0187(1.87%)

で あ る(13)。

っ いで,誘 発 効 果(倍)は,厳 密 に は第1次 生 産 誘 発 効 果(直 接+間 接

1次 効 果)と 第2次 生 産 誘 発 効 果(消 費 を迂 回 す る効 果)を 加 え た も の が

含 まれ て い る。

誘 発 効 果(倍)は 生 産 誘 発 額/IC利 用 の 県 外観 光 旅 行 者 消 費 額 で 計 算 さ

れ

1995年:1465.54/710.8=2.06(倍)

(13)こ こでの分母にあた る県内小売 り生産額 は 「52産 業分類小分類別の商店数 ・

従 業者 数 ・年間商品販売額 」『ながの県勢 要覧』 平成7年 版お よび平成10年 版

に掲 げ られている。
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1998年:1769.23/860.7=2.06(倍)

で あ る。 ま た,表3お よ び表4か ら生 産 誘 発額 を 業 種 別 に み る と,構 成 比

は ほ ぼ同 じで あ り,観 光 と最 も関 って い る対個 人 サ ー ビ ス,商 業 が最 も高

く,つ いで 運 輸,金 融 ・保 険,対 事業 所 サ ー ビ ス,不 動 産 な ど が続 く,ま

た構 成 比 は小 さ い もの の額 は相 対 的 に 大 きい た め,建 築 補 修,食 料 品,事

務 用 品,通 信,事 務 用 品,農 業 な どへ の誘 発 効 果 も見 られ る。

4分 析結果の考察

産業連関分析の結果を見ると,各 年ともに高速道路ICを 利用する県外

観光旅行者による観光旅行消費額は,県 内観光総消費額の2割 程度を占め,

県内の観光旅行者の支出が遥かに多いことを示 している。 これは,ス テッ

プ1に おける観光利用自動車台数の推計方法に帰する部分 も当然ある。 そ

うであるとしても,県 外観光旅行者の消費支出のもたらす生産誘発効果は

2時 点ともに2.06倍 であり,県 内観光総消費額に対す るICを 利用す る県

外観光旅行者がもたらす生産額(誘 発生産額)は,35.1%(1995年)お

よび38.8%(1998年)も ある。高速道路及びそれにっながる一般道路の

整備をするならば,県 外観光旅行者が呼び込まれ,彼 らの消費額の2倍 程

度の生産が誘発され,県 内観光消費額の4割 近 くが確保されることになる

ことを示唆 している。この可能性を実現するには,県 外観光旅行者を長野

県の観光地に引き付けるための観光地それ自体魅力度を増す努力も一方で

同時に必要である。また,表3お よび表4か ら生産誘発額の構成比 はほと

んど同 じであるが,こ れは同 じ費用比率(表2)と 同 じ産業連関表(1995

年)を 用いていることによるものである。ここで,1995年 と1998年 を比

較すると前者に比べて後者の県内小売 り業生産額(販 売額)に 対するIC

を利用する県外観光旅行者が もたらす商業の生産額(誘 発額)の 割合が若

干高いのは,や はり冬季オ リンピックの効果ではないかと考え られる。因

に県内観光総消費額 に対して長野 オリンピックおよびパ ラリンピックにお
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高速道路IC利 用の県外観光旅行 者に関す る産 業連関 分析

表5県 内における観光地 利用者数(万 人)

■ 県外観光地利用者数 口 県内観光地利用者数

け る消 費額 の割 合 は,673億 円/4565億 円=0.147(14.7%),県 内 観 光 地

総 利 川 者 に 対 す る長野 オ リ ン ピ ックお よ びパ ラ リ ン ピ ッ ク観 光 旅 行 者数 の

割 合 は,245万 人/10028万 人=0.024(2.4%)で あ る。 また長 野 オ リン ピッ

クお よ び パ ラ リ ン ピ ック観 光 旅 行 者 当た りの消 費額 は,673億 円/245万 人 二

2746911ヨ で あ り,こ こ で の分 析 で 用 い た1人 当 た り4552f'Jよ り も6倍 以

ヒ大 きい。 この こ とは,表3お よ び表4の 生 産 誘 発 額 構 成 比 お よ び 表5か

ら過 去 の 県 内 に お け る観 光 地 利 用 者 数 が そ れ ほ ど変 わ らな い わ り に は"1'

「県 内 小 売 り業 生 産 額(販 売 額)に 対 す るICを 利 川 す る県 外 観 光 旅 行 者 が

(14)厳 密 には、過 去6年 の県内におけ る観 光地利用者数 と比 較 す る と1998年 の

それ は最低 である。
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もた らす 商 業 の生 産 誘 発 額 」 の割 合 が1995年 の1.16%と1998年 の1.87%

にあ らわ れ て い る と見 て よ い で あ ろ う。 な お,1997年 に 開 通 した 豊 田 ・

飯 山ICお よ び信 濃 町ICに お け る県 外 観 光 旅 行 車台 数(こ こ で の推 計 値)

は そ れ ぞ れ年 間224963台 お よ び147360台 で あ り,そ の 合 計372323台 は

県外 観 光 利 用 自動 車総 台 数(10571877)の3.5%に す ぎ な く,こ れ らのIC

が建 設 され な く と もそ こに最 も近 いICが 今 まで 利 用 さ れ て い た と考 え れ

ば,そ れ ほ ど県 内生 産 に大 きな影 響 を及 ぼ さ な い とfIえ よ う。

皿 お わ りに

本研究では,冬 季オリンピック(開 催時を含む)前 後2時 点の高速道路

ICを 利用する県外観光旅行者がもたらす長野県内の経済誘発効果にっい

て,産 業連関分析手法を用いて分析を試みた。 その際,ICの 月別年間利

用台数を用いて県外観光E`働 車台数を求めた。 また2項 ロジットモデルを

県内観光旅行者データに応用 して県内及び県外観光地へ行 く確率を用いて

県内貸切バスが県内観光地を訪れる運行回数及び輸送人員数を推計 した。

っいで,そ の推計値を用いて県外貸切バスが県内観光地を訪れる運行回数

及び輸送人員数を推計 し,県 内観光地を訪れるIC利 用の県外観光旅行者

数及び県外観光旅行者消費額を導出 した。最後にこの消費額の内訳を,産

業連関項目に配分 したデータを長野県産業連関表に応用 した。 その結果,

各年 ともにIC利 用の県外観光旅行者による消費額は各年 ともにほぼ2.06

倍の生産誘発効果をもたらすこと,ま た長野新幹線の開通を考慮すると県

外IC利 用の観光旅行者による消費額は総旅行消費額か ら比べると微々た

るものであることなどが分かった。 しか し,そ の消費額の推計値は,例 え

ば観光旅行者の効用関数型や乗用車1台 当たり人員数,消 費パターンの変

化などによって異なってくるであろう。本分析 と関係する全数調査のアン

ケー トにもとつ くデータなどがあれば望ましいが,特 に冬季オ リンピック
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高速道路IC利 用の県外観光旅行者に関する産業連関分析

観光旅行者の出発地や消費額および消費項 目などの詳細なデータが存在す

れば,よ り厳密な冬季オ リンピックの経済効果にっいて分析することが可

能となる。 しか し,実 際にはそれが存在 していないため,理 論的仮定が多

いのはやむをえない。それにしても,1998年 の長野県の観光地利用者総

数が前年を ド回 っており,一 般のスキー客が減 ったことによってICを 利

用する観光旅行者の冬期 オリンピックによる経済効果は顕著に見られなかっ

たと考えられる。 したが って,1999年 および2000年 のデータを用 いた同

様の分析をする必要があり,県 外観光旅行者の推計方法や一層現実を反映

させた観光旅行者移動モデルを構築することによって,県 内経済誘発効果

を分析 していくことが今後の課題として残 される。
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〈 付 録 〉 移 入 競争 型 産 業連 関 モ デ ル

こ こで 用 い た産 業 連 関 モ デ ル はベ ク トル で 表 す と以 下 の よ うに な る。

X=AX十F十E-M=AX十F十E-1Vl(AX十F)

た だ し,Xは 生 産 高 列 ベ ク トル,Aは 投 入 係 数 行 列,Fは 最 終 需 要 列 ベ

ク トル,Eは 移 出列 ベ ク トル,Mは 移 入 列 ベ ク トル を そ れ ぞ れ 示 す 。 こ

れ よ り,Xは

X=[1-(1-M)A]一'[(1-M)F+E]

で 表 され る。 た だ し,Mは 輸 入 係 数 行 列 を示 す 。 こ れ よ り経 済 波 及 効 果

(生 産 誘 発 額)は

OX=[1-(1-1V1)A]一'(1-M)OF

で 表 され る。 これ を用 い て,2次 の 経 済 波 及 効 果 まで の推 計 が 以 下 の2っ

の式 を 用 いて行 な わ れ る。 まず1次 生 産 誘 発 額 は

OX,_[1-(1-M)A]一'(1-M)OF

で推 計 され,っ い で2次 生 産 誘 発 額 は

OX2=[1-(1-M)A]一'(1-M)kOX,

に よ って推 計 され る こ と に な る。 ただ し,kは 消 費 需 要 転 換 係 数 を 示 して

い る。

ここで の転 換 係 数 は,民 間 ・政 府 最終 消 費 支 出/県 内総 支 出 を示 して お

り,こ れ にっ い て は 「平成7年(1995)長 野 県 産 業 連 関 表 」 長 野 県 企 画 局
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高速道路IC利 用の県外観光旅行者に関する産業連関分析

情 報 政 策 課,2000年,p.105に した が っ て い る 。 こ れ よ り本 分 析 に お い

て は,同 県 の 平成7年 に お け る転 換 係 数0.622を2時 点 に お い て採 用 した。

注)(一)及び■印の路線 は,候 補路線及 び計画路線等を それ ぞれ示 す。

付図 長野県の高速交通網

出所 長野県 企画局情 報政策課編 「平成11年 版 なが の県勢 要覧」'r成12年3月
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